
福島県採石法事務取扱要綱 

 

第１章  総  則 

〔目  的〕 

第１条 この要綱は、岩石採取計画の認可にかかる事務の適正化、災害防止の確保、採取跡地

の整備の確保及び周辺景観との調和を図るため、採石法（昭和２５年法律第２９１号、以下

「法」という。）、採石法施行令（昭和４６年政令第２７９号、以下「施行令」という。）及び

採石法施行規則（昭和２６年通商産業省令第６号、以下「規則」という。）に定めるところに

よるほか、必要な事項を定めるものとする。 

〔定  義〕 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ次の当該各号に定めると

ころによる。 

一 採石業者  法第３２条に定める登録を受けた者をいう。 

二 岩石採取場 法第３３条の認可を受けている又は受けたことのある岩石を採取している

場所をいう。 

三 認可申請  法第３３条に定める認可を受けるための採取計画の申請をいう。 

四 認可計画  法第３３条に定める認可を受けた採取計画をいう。 

五 立入検査  法第４２条に基づく岩石採取場の立入検査をいう。 

六 跡地処理  法第３３条の採取計画に定める採取終了時における岩石採取場跡地の措置

をいう。 

七 保証書   認可を受けた採石業者が、採石業の継続が不可能となった場合に本人に代

わって跡地処理を履行することを証する書面をいう。 

 

第２章  認可申請 

〔環境及び景観への配慮〕 

第３条 採取計画の作成に当たっては、採取方法等について環境に配慮するとともに、周囲の

景観との調和を図るよう努めるものとする。 

〔認可申請〕 

第４条 認可申請をしようとする採石業者は、認可を受けようとする日の４５日前までに、知

事に対して「採取計画認可申請書（様式第１号）」を提出しなければならない。 



 

２ 法第３３条の５第１項に定める変更の認可を受けようとする採石業者は、変更の認可を受

けようとする日の４５日前までに、知事に対して「採取計画の変更認可申請書（規則様式第

１６）」を提出しなければならない。 

３ 次に掲げる認可計画の抜本的な変更をしようとする採石業者は、抜本的な変更認可を受け

ようとする日の４５日前までに、知事に対して第１項と同様の手続きを行わなければならな

い。なお、認可期間については、第１項の取り扱いと同様とする。 

一 変更しようとする面積が変更前の認可面積（保全区域部分の面積は除く。）より５％以上

１５％未満程度の増加をする場合であって、かつ、表土除去によって流水経路、沈澱池の

位置、容量及び構造等の災害防止設備又は切羽の段数、方向等の採取の方法を著しく変更

する必要がある場合 

二 変更しようとする面積が変更前の認可面積（保全区域部分の面積は除く。）より１５％以

上程度の増加をする場合 

三 その他知事が抜本的な変更であると認める場合 

４ 規則第８条の１６の２第２項に定める軽微な変更の基準は次のとおりとし、法第３３条の

５第２項に定める軽微な変更をしようとする採石業者は、軽微な変更を行う日の２０日前ま

でに知事に対して「採取計画の軽微な変更届書（様式第２号）」を提出しなければならない。 

 

一 採取機械、運搬機械を変更（追加及び削除を含む。）する場合 

二 破砕・選別及び洗浄機械を変更（増設を除く）する場合 

三 岩石採取場内で掘削箇所以外の土地の利用に変更がある場合で知事が軽微であると認め

た場合 

四 火薬の年間使用量が認可内容より減少した場合又は火薬を使用しないとする場合 

五 沈砂池や沈澱池（シックナーを除く）の能力を向上させる場合 

六 岩石採取場を管理する採石業務管理者を変更（追加及び削除を含む。）する場合 

七 その他知事が軽微であると認めた場合 

〔採取計画認可申請書等の提出先〕 

第５条 前条第１項及び第２項並びに第４項に定める書類（以下「採取計画認可申請書等」と

いう。）の提出先は、次のとおりとする。 

一 砕石及び工業用原料の採取にかかる認可申請にあっては、福島県商工労働部企業立地課 



二 石材及び風化岩石（真砂土等）の採取にかかる認可申請にあっては、各地方振興局企画

商工部地域づくり・商工労政課 

〔採取計画認可申請書等の提出部数〕 

第６条 採取計画認可申請書等の提出部数は、正本及び副本各１部とする。 

ただし、岩石採取場が複数の市町村にまたがる場合の副本は、協議等に必要な部数を追加

するものとする。 

〔認可申請にかかる添付書類〕 

第７条 第４条第１項の「採取計画認可申請書」には、法第３３条の３第２項及び規則第８条

の１５第２項に基づき次の書類を添付しなければならない。 

一 採石業者登録証の写し 

二 保証書（詳細については、第５章に定める。） 

三 申請区域の登記簿謄本 

四 地権者との契約書又は同意書の写し 

五 申請区域に抵当権等が設定されている場合は、抵当権者等の同意書の写し 

六 申請区域に公共用財産が含まれている場合は、その使用承認書の写し 

七 申請区域に農地が含まれる場合は、農地転用許可書の写し 

八 取水又は放流を行う場合は、その権限を有することを証明する書類 

九 申請区域が森林法を適用される場合は、林地開発計画許可申請書の写し又は伐採及び伐

採後の造林の届出書の写し 

十 福島県景観条例届出書又は許可書の写し 

十一 福島県生活環境の保全等に関する条例に基づく届出書の写し 

十二 大気汚染防止法に基づく届出書の写し 

十三 水質汚濁防止法に基づく届出書の写し 

十四 土壌汚染法に基づく届出書の写し 

十五 労働安全衛生法に基づく届出書の写し 

十六 埋蔵文化財包蔵地所在確認書の写し 

十七 年次ごとの土量計算書 ただし、年間の掘削土量が 5,000 ㎥未満の場合は、認可申請

期間分の土量計算書でかまわない。 

十八 沈澱池（沈砂池）必要面積計算書（採石法に基づき計算したもの） 

十九 岩石採取場位置図（国土地理院発行等の縮尺５万分の１以上の地図に表示すること。



なお、複写したものは不可とする。） 

二十 岩石採取場周辺状況図 

二十一 申請区域の公図の写し 

二十二 実測平面図（原則として縮尺１０００分の１） 

二十三 求積図（原則として縮尺１０００分の１） 

二十四 求積表 

二十五 申請区域土地利用計画図（原則として縮尺１０００分の１） 

二十六 実測縦断図 

二十七 実測横断図（原則として縮尺１０００分の１） 

二十八 沈澱池（沈砂池）設計図 

二十九 破砕選別工場配置図平面図 

三十 破砕選別工場配置図側面図 

三十一 破砕選別工場配置図系統図（フローシート） 

三十二  廃土、廃石のたい積に関する図面 

三十三 製品たい積、貯石場に関する図面 

三十四 場内運搬系統図（原則として縮尺１０００分の１） 

三十五 土留め施設に関する図面 

三十六 認可期間中における採取跡地の処理計画平面図（原則として縮尺１０００分の１） 

三十七 認可期間中における採取跡地の処理計画標準図 

三十八 採掘終了時における採取跡地の処理計画平面図（原則として縮尺１０００分の１） 

三十九 採掘終了時における採取跡地の処理計画標準図 

四十 採取跡地における災害の防止のために必要な資金計画を記載した書面 

四十一 その他知事が必要と認める書類 

２ 法４２条の２に基づく協議は、第 1 項に定める書類のほか、法の適用を受ける事業の概要

を記した書類を添付しなければならない。 

３ 第４条第２項の「採取計画の変更認可申請書」及び第４条第４項の「採取計画の軽微な変

更届書」には変更内容を明確に記載した書類のほか、知事が必要とする書類を添付しなけれ

ばならない。 

〔認可申請等の審査基準〕 

第８条 第４条第１項、第２項及び第３項による申請書の提出を受けた知事及び地方振興局長



（以下「知事等」という。）は、法第３３条の４の規定に基づき、また、採取計画の技術的な

事項については「採石技術指導基準」書に基づき審査を行わなければならない。 

２ 第４条第４項による届出の提出を受けた知事等は、その内容が軽微なものに当たるかを判

断し、軽微である場合は前項と同様に審査を行わなければならない。 

〔認可申請等の処分〕 

第９条 知事等は、前条第１項により審査を行い、認可の基準に反しないと認められる場合は

認可の処分を行い、認可の基準に反すると認められる場合には不認可の処分を行わなければ

ならない。また、処分を行った場合はその処分の内容について文書にて申請者に通知するも

のとする。 

〔新規の認可申請にかかる認可期間〕 

第１０条 新規の認可申請の認可期間は、第２３条第１項各号の保証の形態に関わらず２年と

する。 

〔認可計画の更新にかかる認可申請の認可期間〕 

第１１条 認可計画の更新にかかる認可申請の認可期間算定に当たり、第４章に基づく立入検

査の過去２回の平均評価により岩石採取場ごとに次の格付けを行う。なお、１点未満の端数

が生じた場合は切り上げる。 

一 平均が９５点以上の場合はＳ級とする。 

二 平均が８０点以上の場合はＡ級とする。 

三 平均が６０点以上の場合はＢ級とする。 

四 平均が４０点以上の場合はＣ級とする。 

２ 認可期間は前項の格付け及び第２３条第１項各号の保証の形態により、別表（認可期間算

定表）に定める期間を限度として算定する。ただし、大企業については、保証の形態にかか

わらず第２３条第１項第１号の保証と同等に認可期間を算定する。 

３ 認可申請に当たり次の各号に該当することが判明した場合は、算定された認可期間を次の

とおり短縮する。 

一 第４条第２項及び第３項に該当する申請を怠った場合は、６月の期間を短縮する。 

二 認可期間が切れた後に無認可で採取を行った場合は、１年の期間を短縮する。 

４ 認可申請の手続きが遅延したため、従前の認可期間が満了し空白の期間が生じた場合の認

可期間は、当該空白の期間については認可があったものとみなし、その期間を控除した期間

を認可期間とする。ただし、控除後の残り期間が１年未満となる場合の認可期間は、前回の



認可期間が１年以上の場合は１年とし、前回の認可期間が１年未満の場合は申請手続き遅延

の期間や岩石採取場の実態等を考慮し、控除後の範囲内の月単位とする。 

５ 第３項及び第４項により、短縮された後の認可期間が６月未満となる場合は、６月を認可

期間とする。 

〔適用除外の範囲〕 

第１２条 法第３４条の８第１項に定める適用除外の取り扱いは、次のとおりとする。 

一 「岩石の採取に伴う災害の発生する恐れがないと認められるもの」とは、表土除去が伴

わない場合であって、かつ、運搬路（作業道）の取り付け、廃土石たい積場、沈砂池等の

防災施設の設置が不要な岩石の採取のうち、平坦地で採取するものに限る。 

二 施行令第１条第１項各号の取り扱いは、次のとおりとする。 

ア 第１号の「もっぱら砕石以外の石材の用に供するため行なうもの」のうち「石材」と

は、採掘された岩石が機械による破砕行程を経ずに使用されるものをいい、採掘された

岩石の用途がすべて石材であることをいう。 

イ 第２号の「主として人力により露天掘りで行なう」のうち「主として人力により」と

は、次に掲げるものをいう。ただし、(ア)と(イ)の併用は認めない。 

（ア） 採掘のためのさく孔機械が手持ちさく岩機１台以内であること。 

（イ） 採掘のための岩石切断用機械が、原動機出力７．５キロワット以下のもの１台以

内であること。 

（ウ） 爆薬を使用しないこと。なお、爆薬とは火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９

号）による。 

ウ 第３号の「岩石の採取に従事する者の数が５人以下であるもの」のうち「岩石の採取」

の範囲とは次に掲げるものをいう。 

（ア） さく孔、溝切り、起こし作業 

（イ） 積み込み作業 

（ウ） 岩石採取場内での運搬作業 

（エ） 小割、成形作業 

（オ） (ア)～(エ)の作業を指揮、監督する作業 

〔適用除外の事務手続き〕 

第１３条 適用除外により岩石の採取を行う採石業者は、採取を開始しようとする日の３０日

前までに「岩石採取事業開始届（様式第３号）」に次の書類を添えて提出しなければならない。 



一 採石業者登録証の写し 

二 申請区域の登記簿謄本 

三 地権者との契約書又は同意書 

四 位置図 

五 岩石採取場周辺状況図 

六 平面図 

七 他の行政庁の許可、認可その他の処分を受ける必要があるときは、その処分を受けてい

ることを示す書類 

八 その他知事が必要と認める書類 

２ 前項に定める岩石採取事業開始届の提出があった場合は、知事等は現地調査を行い、岩石

の採取に伴う災害の発生する恐れがないと認められるものは受理通知書を、認められないも

のは不受理通知書を交付する。なお、適用除外に該当する場合であっても災害の発生が予想

されるときは、法第３３条の認可を受けなければならない。 

３ 第２項により受理された岩石の採取事業を廃止しようとする採石業者は、その事業を廃止

しようとする日の１０日前までに「岩石採取事業廃止届（様式第４号）」を知事に提出しなけ

ればならない。 

４ 第３項に定める「岩石採取事業廃止届」の提出があった場合は、知事等は現地調査を行い、

災害の発生する恐れがないと認められるものは受理通知書を、認められないものは不受理通

知書を交付する。 

 

第３章  跡地処理、休止及び廃止 

〔跡地処理の義務〕 

第１４条 採石業者は、採取計画に基づき認可期間中に跡地処理を行わなければならない。 

２ 認可期間が切れてなお跡地処理が完了しない場合で、その工事に要する期間が認可期間満

了後２年を越えるときは、跡地処理工事にかかる認可申請を行わなければならない。 

３ 前項の場合の添付書類は、跡地処理工事に要する期間が認可期間満了後２年を越える理由

を明記した書類のほか、第７条第１項各号に定めるものの中から知事が必要と判断したもの

とする。 

〔岩石採取場の他目的での使用〕 

第１５条 岩石の採取を終了し、岩石採取場を他の目的に使用しようとする場合（以下「他目



的事業」という。）は、岩石採取場の全部又は一部の他目的事業に使用する区域を認可区域か

ら除外（廃止）することにより跡地処理を行ったものとみなす。なお、除外（廃止）の日は、

他目的事業に使用されたことを知事等が確認した日とする。 

〔跡地処理の方法〕 

第１６条 跡地処理工事の技術的な事項については、「採石技術指導基準」書に基づいて行わな

ければならない。 

２ 跡地処理に当たっては、次の各号によるものは認められない。 

一 跡地処理を行うことにより、法第３３条の１７に定める２年間を越える管理義務、監視

義務等が発生する場合 

二 跡地処理を行うことにより、環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第１項の基

準（以下「環境基準」という）を超える大気汚染、水質汚濁、土壌汚染等が発生し又は発

生する恐れがある場合 

三 跡地処理を行うことにより、環境の汚染にかかる環境基準以外の基準（国、県又は市町

村の条例や要綱、要領等に定める基準）を超える大気汚染、水質汚濁又は土壌汚染等が発

生し又は発生する恐れがある場合 

四 地権者の意志に反する跡地処理 

五 その他知事が採石法に基づく跡地処理として不適切と認めた場合 

〔休止届〕 

第１７条 認可計画を受けた採石業者は、当該認可にかかる岩石の採取を引き続き６月以上休

止しようとする場合は、法第３３条の１０による「岩石採取休止・廃止届書（規則様式第１

８）」を遅滞なく知事に提出しなければならない。 

２ 休止期間の上限は、前回認可を受けた認可期間と同じ年数までとし、その期間を越える場

合には跡地処理を行わなければならない。 

〔廃止届〕 

第１８条 認可計画を受けた採石業者は、当該認可にかかる岩石の採取を廃止（一部廃止を含

む）しようとする場合は、第１７条第１項と同様の届出を行わなければならない。 

２ 「岩石採取休止・廃止届書」には、次の書類を添付しなければならない。 

一 実測平面図 

二 岩石採取場の写真 

三 地権者の「岩石採取廃止にかかる同意書」（様式第５号） 



四 その他知事が必要と認める書類 

３ 第１５条に定める他目的事業により岩石の採取を廃止する場合は、「岩石採取休止・廃止届

書」に次の書類を添付しなければならない。 

一 他目的事業をしようとする事業者（以下「他目的事業者」という。）が個人の場合は住民

票抄本 

二 他目的事業者が法人の場合は商業登記簿謄本及び定款 

三 他目的事業の事業計画書（他目的事業者の記名、押印がなされたもの） 

四 他目的事業を行う区域の現況平面図 

五 他目的事業にかかる地権者の「岩石採取場の他目的事業同意書」（様式第６号） 

六 他目的事業が他の行政庁の許可、認可等の処分を受けることを必要とする場合は、その

処分を受けていることを示す書面又は受ける見込みに関する書面 

七 必要に応じ他目的事業にかかる周辺住民の同意書 

八 必要に応じ市町村長の意見書 

九 その他知事が必要と認める書類 

〔法第３３条の１７にかかる期間の報告義務〕 

第１９条 法第３３条の１０により岩石採取を廃止した場合は、廃止した岩石採取場の状況に

ついて写真を添付して報告しなければならない。この報告は、廃止の日から２年間の間に、

半年に１回以上行わなければならない。 

２ 第１５条により、他目的事業に使用するための除外（廃止）が確認された採石場の区域に

ついては、前項に定める報告は不要とする。 

 

第４章  立入検査 

〔立入検査の目的及び実施〕 

第２０条 知事等は、認可計画の遵守状況を確認し、岩石採取場の災害防止を確保するため、

年１回以上の岩石採取場の立入検査を実施する。 

２ 知事等は、立入検査の結果について、立入検査を受けた採石業者に対して文書により通知 

 する。 

３ 岩石採取場における災害防止の取り組みを徹底するため毎年７月を岩石採取場災害防止月

間と定め、立入検査を重点的に実施する。 

４ 知事等は、法第３３条の１７の期間を経過しない岩石採取場について、第１項と同様に立



入検査を行わなくてはならない。 

〔立入検査表〕 

第２１条 立入検査に当たっては、「福島県採石場立入検査表（様式第７号）」に基づき各項目

を評価する。 

〔立入検査報告〕 

第２２条 地方振興局長は、翌月の１０日までに四半期ごとの立入検査の実施状況を「岩石採

取場立入検査報告書（様式第８号）」により知事へ報告しなければならない。 

 

第５章  保 証 書 

〔保証書の定義〕 

第２３条 第７条第１項第２号に定める認可申請書に添付する保証書は、次のいずれかとする。 

一 一般社団法人福島県採石業協会（以下「協会」という。）が発行する「保証書」（様式第

９号） 

二 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条第１号に定める事業協同組

合のうち、採石を行う者で構成する組合（以下「組合」という。）の発行する「保証書」（様

式第１０号） 

三 次に掲げる者（以下「同業者等」という。）いずれか２名以上による「保証書」（様式第

１１号）。ただし、保証人と被保証人の間に人的又は資本的な関係があってはならない。 

ア 現に県内において法第３３条の認可を受けて岩石採取を行っている者 

イ 「指名競争入札の方法により工事請負契約を締結しようとする場合における当該入札

に参加する者に必要な資格等を定める件（昭和４１年福島県告示第５９号）」第四による

工事の入札参加資格を現に有し、過去２年間に当該工事の落札実績を有する者であって、

知事が保証能力を有していると認める者 

ウ 過去２年間に県内において国が発注する工事の落札実績を有する者であって、知事が

保証能力を有していると認める者 

２ 前項第２号及び第３号に定める保証書には、次の各号に定めるものを添付しなければなら

ない。 

一 保証人の印鑑証明書 

二 保証能力を証明する書類 

三 保証人が個人の場合は住民票抄本 



四 保証人が法人の場合は商業登記簿謄本 

五 第１項第３号のイによる保証人の場合は、当該工事の契約書の写し 

六 その他知事が必要と認める書類 

３ 第２項第２号に定める保証能力を証明する書類とは、次のとおりとする。 

一 第１項第２号による保証にあっては、保証の裏付けとなる定款、規約、基金、準備金、

積立金等の実態が保証として確実に履行できるものと認められるものであることを証す

る書類をいう。 

二 第１項第３号による保証にあっては、実績、資力、信用等の実態が保証として確実に履

行できるものと認められるものであることを証する書類をいう。 

〔保証書の適用期間〕 

第２４条 保証書の適用期間は、次の各号とする。 

一 認可を受けて採取を行っている期間 

二 法第３３条の１０に定める休止の期間 

三 法第３３条の１７に定める期間 

四 認可が切れた日から認可を受けるまでの期間 

五 認可が切れた日から廃止の日までの期間 

〔保証書の適用範囲〕 

第２５条 保証書を適用させる範囲は、次の各号とする。 

一 認可計画の内容 

二 法第３３条の５に定める変更認可の内容 

三 第４条第４項に定める軽微な変更の内容 

四 法第３２条の６に定める承継後の内容 

〔保証書添付の適用除外〕 

第２６条 次の各号に該当する場合は、保証書の添付は不要とする。 

一 法第４２条の２の規定による協議 

二 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１号及び第３号に規定する電

気工作物の設置又は変更の認可申請 

三 東日本高速道路株式会社、独立行政法人中小企業基盤整備機構等の施行する工事の認可

申請 

四 認可申請に添付のあった保証書に基づきその履行を求めた跡地処理工事の認可申請 



五 その他知事が不要と認めた場合 

〔保証書の履行〕 

第２７条 保証書は、次の各号のいずれかに掲げる採石業の継続が不可能になった場合に履行

するものとする。 

一 採石業者が行方不明になって半年を経過した場合 

二 認可が切れて１年を経過した場合 

三 手形や小切手の不渡り事故を発生させた後に、採石行為を半年以上行っていない場合 

四 採石業者が倒産した場合。この場合の倒産とは事実上操業を停止している場合で、知事

が倒産であると判断したものをいう。 

五 災害が発生した場合又は災害が発生する恐れがある場合で、採石業者が災害防止措置を

行うことができないと知事が判断した場合 

六 その他知事が保証書の履行による跡地処理が適当であると判断した場合 

 

第６章  その他 

〔施設等の兼用〕 

第２８条 採石場内において、採石業者が岩石の採取に用いる施設等を産業廃棄物処理施設（破

砕施設）として兼用する場合の取扱いについては、この要綱に定めるもののほか、別に定め

る「採石業に用いる施設等の産業廃棄物処理施設（破砕施設）として兼用する場合の取扱要

領」による。 

附  則 

〔施行日〕 

第１条 この要綱は、平成１４年７月１日から施行する。 

２ 本要綱施行日前に作成された「採取計画認可申請書」の様式については、本要綱により作

成されたものとみなす。 

〔従前の例による処分等に関する経過措置〕 

第２条 この要綱の施行前に、附則第３条各号に基づき知事等が行った認可等の処分その他の

行為については、この要綱の相当規定に基づいて認可等の処分その他の行為があったものと

みなす。 

２ 附則第３条第１号に基づき知事が受け取っている保証書については、この要綱の相当規定

に基づき発行されたものを受け取っているものとみなす。 



〔要綱等の廃止〕 

第３条 次の要綱等は廃止する。 

一 福島県岩石採取計画認可事務取扱要綱（平成１２年４月１日） 

二 採石法に基づく採取計画の認可期間の算定基準（平成６年９月３０日） 

三 福島県採石場立入調査表の書式の改正について（平成６年９月３０日） 

四 法第３４条の８（適用除外）運用基準（昭和６２年４月１日） 

五 大規模変更の取り扱いについて（昭和６２年１２月１０日） 

  附 則 

 ［施行日］  

第１条 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。  

  附 則 

 ［施行日］ 

第１条 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 本要綱施行日前に提出された「採取計画認可申請書」については、本要綱により作成され

たものとみなす。 

  附 則 

 ［施行日］ 

第１条 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

  附 則 

 ［施行日］ 

第１条 この要綱は、平成１８年７月１日から施行する。 

２ 本要綱施行日前に提出された「採取計画認可申請書」については、本要綱により作成され

たものとみなす。 

   附 則 

［施行日］ 

第１条 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

［施行日］ 

第１条 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 



 

別表「認可期間算定表」 

保証の内容 

 

認可の内容 

協 会 保 証 

( 大 企 業 ) 
組 合 保 証 

同 業 者 等 

保 証 

新 規 ２ 年 ２ 年 ２ 年 

更 新 

Ｓ級（９５点以上） ７ 年 ７ 年 ７ 年 

Ａ級（８０点～９４点） ５ 年 ４ 年 ４ 年 

Ｂ級（６０点～７９点） ４ 年 ３ 年 ３ 年 

Ｃ級（４０点～５９点） ３ 年 ２ 年 ２ 年 

 


